
第 3 号の 1 様式



取得価額 減価償却累計額 当期末残高

 (2) 資産の評価基準及び評価方法、固定資産の減価償却方法、引当金の計上基準等財務諸表の作成に関する重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
 ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
(2)固定資産の減価償却の方法
 ・建物並びに器具及び備品－定額法
(3)引当金の計上基準
 ・退職給付引当金－職員の退職給付に備える為、期末退職金要支給額を計上している。
 ・賞与引当金－職員に対する賞与の支給に備える為、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

 (4) 法人で採用する退職給付制度

職員の退職給付制度は全国社会福祉団体職員退職手当積立基金及び千葉県社会福祉事業共助会によっている。
嘱託職員の退職給付制度は当会独自の嘱託員等退職金積立によっている。

 (5) 法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の財務諸表(第1号の1様式、第2号の１様式、第3号の1様式)
(2)事業区分別内訳表(第1号の2様式、第2号の2様式、第3号の2様式)
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
(4)公益事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
(5)収益事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
(6)各拠点区分におけるサービス区分の内容
　ア　法人本部拠点（社会福祉事業）
　　　法人運営、地域福祉ネットワーク、ボランティアセンター、企画広報、善意銀行、在宅福祉、相談事業
　イ　受託拠点（社会福祉事業）　　受託
　ウ　基金拠点（社会福祉事業）　　基金
　エ　共同募金配分金拠点（社会福祉事業）
　　　地域福祉ネットワーク、ボランティアセンター、企画広報、在宅福祉、相談事業、歳末たすけあい
　オ　居宅介護拠点（社会福祉事業）　　居宅介護
　カ　介護保険拠点（社会福祉事業）　　介護保険
　キ　指定管理拠点（公益事業）　　地域福祉センター、市民公益活動サポートセンター
　ク　介護職員初任者研修拠点（公益事業）　　介護職員初任者研修
　ケ　法人本部拠点（収益事業）　　収益事業

 (6) 基本財産の増減の内容及び金額

 

該当なし

 (7) 第3章第4(4)及び(6)の規定により、基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩しを行った場合には、その旨、その理由

該当なし

 (8) 担保に供している資産

該当なし

 (9) 固定資産について減価償却累計額を直接控除した残額のみを記載した場合には、当該資産の取得価額、減価償却累計額

 (単位:円)

建物

 

450,470,000  316,170,986  134,299,014

車輌運搬具  15,711,100  14,993,501  717,599

器具及び備品  7,278,445  7,121,584  156,861

権利  150,584  0  150,584

 

及び金額

及び当期末残高



帳簿価額 時価 評価損益

 (11) 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

 (単位:円)

利付き国庫債券5年  33,958,525  0  0

千葉市公債5年  30,000,000  0  0

大阪府公債10年  12,547,439  0  0

千葉県公債10年  49,795,900  0  0

 (12) 関連当事者との取引の内容

 

該当なし

 (13)重要な偶発債務

該当なし

 (14) 重要な後発事象

該当なし

 (15) その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な
 事項

平成25年度より、平成23年社会福祉法人会計基準に従い経理規程等の改正を行い、会計処理方法を変更した。


